
第 8講 傾向スコアによる政策評価

1 はじめに

先に述べたように、政策を実施した処理群のデータはあるが、対照群のデー

タは不在であり、外部情報から対処群をみつけてマッチングさせる必要が出

てくる場合には次のような手法を用いる。

実際に外部データが十分にあり、処理群に含まれる個別サンプルの全ての

変数、属性にぴったり一致するような対照群サンプルを選ぶことが出来れば、

これを完全一致マッチング（exact matching）と呼ぶが、分析に用いる変

数が増えるに従って、個別変数をマッチングさせることは難しくなる。この

ような場合、変数一つ一つをマッチングさせるのではなく、ある程度変数を

集約して表現した条件付き確率（これを傾向スコア；propensity scoreと

呼ぶ）を処理群と対照群でマッチングさせるという方法が考えられる1。

具体的な考え方は、処理群に選ばれる確率 [Pr[di = 1|x]]を全サンプルを
用いたロジット推定によって求め、それを処理群と対照群に分け、さらに確

率を均等な階層に分け、同じ階層に入るもの同士をマッチングさせ、処理効

果の平均を求めるというものである。ここでマッチングをどうするかという

ことが問題になる。すなわち、一度マッチングに使った対照サンプルを再び

使うことを認めるかどうか、比較対照するために処理サンプルに対していく

つの対照サンプルを割り当てるのか。最も propensity scoreが近いもの一つ
を選べばいいのか（caliper matchingと言う）、それともその周辺の対照サ

ンプルを複数割り当てるのがいいのか、また、具体的なマッチングの方法と

してどのようなものを用いるのか、といった問題がある2。

マッチングの詳細な手法はかなり技術的に高度になるので、ここでは扱わ

ないが、主要な手法の基本的な考え方を紹介しておきたい3。一般に処理効果
1この方法は Rosenbaum and Rubin (1983) によって開発され、現在では以下で紹介する

ように沢山の拡張が行われている。
2実際にこれらの問題にどう対処するかということは研究者の判断にゆだねられている。逆

に、決定的に正しい方法が知られているわけではなく、試行錯誤するしかない。
3最新のマッチング手法のアルゴリズムに関しては、Abadie et al (2004)、Becker and Ichino

(2002)、Becker and Caliendo (2007) 等を参照されたい。
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は次のように表すことが出来る。

△M =
1

NT

∑
i∈{d=1}

[yi1 −
∑
j

w(i, j)yj0]

ここで
∑

w(i, j) = 1、0 < w(i, j) ≤ 1となるマッチング・ウェイトであ
る。NT は処理群のサンプル数を表す。

対照群としてどのようなサンプルを処理群にマッチさせるかという事で

あるが次のようなマッチング手法が提案されている。(1)最近傍マッチング
（nearest-neighbor matching）の考え方では、全ての処理サンプル iに対

して、次のような条件を満たす集合 Ai(x) = {j|minj ∥xi − xj∥}を対照群と
して選択する4。(2)カーネル・マッチング (kernel matching)では、ウェイ

トを次のように定義するw(i, j) = K(xj −xi)/
∑Nic

j=1K(xj −xi)、ここでKは

カーネル関数を表す。(3)層化マッチング（stratification matching)とは

propensity scoreを均等に層化し、層内で処理群と対照群が同じスコアになるよ
うにした後で、処理効果を推定する。同じスコアのペアが組めない場合には、そ

の層内での処理効果は計算されない。(4)半径マッチング（radius matching）

では対照群集合を次のように定義する。Ai(p(x)) = {pj | ∥pi − pj∥ < r}すな
わち、propensity scoreの差が半径 r 以内であればペアとしてマッチングす

るという方法である。

2 傾向スコア法

バランシングスコア（balancing score）とは次のように定義される。5

x ⊥ z | b(x)
(8.1)

それを条件付けすることにより、共変量と割り当てが独立になるような「共

変量の関数」である。

すべてのバランシングスコアは p(z = 1 | x) = g(b(x))と表現できることが
必要。

p(z = 1 | b(x)) =
∫

p(z = 1 | x · b(x))p(x | b(x))dx

= Ex|b(x)[p(z = 1 | x)]
= Ex|b(x)·p(z=1|x)[p(z = 1 | x)]
= p(z = 1 | x)
= p(z = 1 | x · b(x))
(8.2)

4∥∥ はベクトル間のユークリッド距離を表す。
5以下は、星野（2009, pp.60-69）から引用。
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(8.1)が成立するためには (8.2)の一段目と 2段目の等号条件として p(z =
1 | x · b(x))が成り立つことが必要。強く無視できる割り当て条件（strongly
ignorable treatment assigment）［これは「割り当てはあくまで共変量にのみ
依存し、結果変数には依存しない」ことを意味している。]が成立していると
仮定すると、

pcz = 1 | y1 · y0 · b(x)) =
∫

p(z = 1 | y1 · y0 · x · b(x)) ∗ p(x | y1 · y0 · b(x))dx

= Ey1·y0·b(x) [(p(z = 1 | y1 · y0 · x))]
= p(z = 1 | x)
これを（8.2）とあわせて P (z | y1 · y0 · b(x)) = P (z | b(x))
=⇒ (y1 · y0) ∐ z | b(x)
(8.3)
バランシングスコアを条件付ければ、割り当て zと潜在的な結果変数 y1, y0

は独立になる。

傾向スコアの定義

第 i対象者の共変量の値を xi 割り当て変数の値を zi とするとき、群１へ

割り当てられる確率 ei :
ei = p(zi = 1 | xi)
を第 i対象者の傾向スコアという（0 ≤ e ≤ 1）。
実証上はプロビットやロジットを用いて pを計算する。第 i対象者の割り

当て変数 zi と共変量ベストルを xi とすると、zi が１となる確率をロジット

推定する。

p(zi = 1 | xi) = ei = 1
1+exp{−αexi}

割り当てに関する尤度は
N∏

i=1

(
1

1+exp{−αtxi}
)zi

(
1 − 1

1+exp{−αtxi}
)1−zi

これを最大化する最尤推定値 α̂を用いて、第 i対象者の傾向スコアの推定

値は

ê = 1
1+exp{−α̂txi} となる。

傾向スコアを用いた共変量調整は、「強く無視できる割り当て」条件が満た

されていれば、すべての共変量を用いて調整を行ったのと同じだけ偏りを減

少させることができる。因果効果は、

E(y1) − E(y0) = E(y1 − y0) = Ee(E(y1 − y0 | e))
(8.3)より
E(y1 | e) = E(y1 | e, z = 1)
E(y0 | e) = E(y0 | e, z = 0)
結果として

E(y1) − E(y0) = Ee [E(y1 | e, z = 1) − E(y0 | e, z = 0)]
傾向スコアを所与とし（同じ傾向スコア値の元で）各群から得られた y1, y0

から y1 − y0 を計算し、それを傾向スコアの分布で期待値をとると、もとも
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との関心対象である因果効果になる。

傾向スコアと観測されている従属変数の情報を用いれば、因果効果を推定

することができるということである。

「傾向スコアの値が等しい処置群と対照群のペアをマッチングすると、そ

の差の平均は因果効果 (E(y1 − y0)の不偏推定量となる」

傾向スコア 二段階推定法

（１）傾向スコアの推定

割り当て変数 zを共変量 xによって説明するモデルを設定し、そのモデル

の母数の推定を行う。母数の推定値を用いて、各対象者ごとに z = 1に割り
当てられる予測確率を計算し、これを傾向スコアの推定値とする。

（２）傾向スコアを用いた調整

ローセンバウム・ルービンの手法 �マッチング、�層別解析、�共分散

分析

�マッチング

2つの群で傾向スコアの等しい対象者をペアにして、その差の平均をもっ
て因果効果 E(y1) − E(y0)の推定値とする。
最近傍マッチング、キャリパーマッチング（caliper matching）
傾向スコアという 1次元の値でマッチングできることが利点。
�層別解析

傾向スコアによっていくつかのサブクラス（通常は５つ）にわけ、その各

クラスで処置群と対照群の平均の計算と、全体としての効果の推定量を計算

する。

全体のサンプルサイズ N、第 kサブクラスのサンプルサイズ Nk、処置群

の平均を ȳ1k、対照群の平均を ȳ0k とすると、因果効果の推定量 d̂01 は

d̂01 =
k∑

k=1

Nk

N (ȳ1k − ȳ0k), var(d̂01) =
k∑

k=1

(Nk

N )2var(ȳ1k − ȳ0k)

�共分散分析

割り当て変数と傾向スコアを説明変数とした線形回帰分析を行う。

傾向スコアを用いた解析法の最大に利点は、「結果変数と共変量の回帰モデ

ル（y1,y0 と xの関係）」を仮定する必要がないこと。

「割り当てと共変量の回帰モデル（zと xの関係）」のほうが「結果変数と

共変量の回帰モデル」よりもモデルの語設定の可能性が低い。

傾向スコアの利点

(1) 共変量を１変数に要約しているので、2つの群において局外要因・共変
量の値に重なりがない（サポート問題）または少ない場合でも使える

(2) 共変量と従属変数のモデルの設定を行わなくても良い（yと x）

(3) モデルの語設定に強い
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Drake（1993）は傾向スコア解析のほうが共分散分析よりバイアスが小さ
いことを示している。

傾向スコアの問題点

(1) 2群ごとに傾向スコアを推定する必要がある。母集団が各 2群ごとの解
析ごとに異なる。

(2) マッチング、層別解析では、因果効果の推定値は計算できるが、標準誤
差は性格には計算できない。

(3) マッチング層別解析ともに各周辺期待値（E(y1),E(y0)）が推定できない

(4) マッチングペアを選ぶ基準は恣意的。

(5) マッチングをする場合、対象者の多い郡でのデータの多くが無駄になる。

(6) 共分散分析のモデルで傾向スコア解析を行う（線形確率モデル）ための
前提条件として確率が 1以上、0以下の値はとらないが、推定値はその
ような値をとるという矛盾がある。
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